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「優越的地位の濫用」グレーでも調査の対象へ 
賃金・原材料等の上昇に伴う価格転嫁交渉の推進を求める要請 

 

 

公正取引委員会調査対象を拡大 
匿名による情報提供で調査対象 
 
2月 9日に公正取引委員会に対して、価

格転嫁の必要性と取引慣行において、「優

越的地位の濫用」の未然防止を強く要請し

た。要請では、ＪＡＭ安河内会長より「大

幅なコスト増により企業の存続の危機に

ある。このままでは、中小ものづくりがで

きなくなる」とし、さらなる取り組みの強

化を求めた。 

公正取引委員会の岩成取引部長からは、

労務費、原材料、エネルギーコスト分を適

切に転嫁できるように政府を挙げて取り

組んでいる。 

12 月に決定した、価格転嫁円滑化政策

パッケージで示した「買いたたき」と疑わ

れる親事業者情報を提供するフォームを

1月に公正取引委員会の WEBページ内に作

った。また、匿名情報など従来の情報提供

も受け付けている。 

「親事業者に情報提供者が特定されな

いように、緊急調査や定期調査を実施する

際に、重点調査対象とするなど工夫をする

ので安心して情報提供をしてほしい」との

説明があった。また、2月には、「優越的地

位濫用未然防止対策調査室」を新設し強化

する。との回答を得た。 

 

買いたたきなどの違反行為が疑われる

親事業者に関する情報提供フォームは下

記の WEBページとなります。 

https://www.jftc.go.jp/cgi-

bin/formmail/formmail.cgi?d=joho 
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